
（2）取り組みの具体例 

年々、日本在住の外国人が増加しているとはいえ、災害時は
もとより平常時においても、自治体が外国人住民に特化した十
分な支援体制を構築することは容易ではありません。そうした
地域では、住民組織である NPO等が大きな役割を果たします。
また、地域では誰もが被災者になってしまう可能性があります
が、NPOの活動は行政区をまたいで広域に行われることが少
なくないため、近隣地域も含めて日頃からつながりを持ってお
くことが官民双方にとってプラスになります。外国人支援に
限ったことではありませんが、自組織だけでは担いきれない部
分を補い合う関係性を構築していくことが重要です。ここでは、
自治体主導の取り組みとして滋賀県草津市の事例を、NPOと
の連携による取り組みとして石川県金沢市の事例を、人口規模
の大きくない自治体で、国籍を問わず、住民の一人である外国
人にも目を向け、彼らを地域防災の輪に巻き込む取り組みとし
て、徳島県板野郡北島町の事例を、企業から地域防災への参加
の取り組みとして愛媛県今治市の事例を以下にご紹介します。 

滋賀県草津市

自治体による外国人機能別消防団と
多言語版防災ガイドブックの作成

case 22

滋賀県草津市危機管理課は、2015年に全国初となる「 外国
人機能別消防団 」を発足させました。そのきっかけとなったの
は、2013年に同課が作成した多言語版防災ガイドブックを外
国人住民に周知するための活動として、市国際交流協会の協力
を得て留学生を対象とした防災教室を行ったことです。この時、
参加した留学生の中に母国語に加えて英語や日本語に堪能な人
がいたことから、本人たちが中心となって、まだ日本語が不得
手な外国人をサポートできるだけでなく、地域の防災力を高め
る新たな戦力になるのではないかと気づきました。そして、消
防本部付の外国人機能別消防団を創設し、語学力に長けた留学
生数名を団員として任命しました。平常時は外国人住民への防
災啓発活動等に取り組み、災害時には多言語での情報発信や通
訳・翻訳等被災者の支援活動を行います。 

毎年 1～ 2名の入れ替わりがあり、また現在は定住者中心の
構成となっていますが、この継続した取り組みは 2022年度
に内閣総理大臣賞を受賞するなど、大きな注目を浴びています。
また、2024年 7月には神奈川県愛川町で「 多言語機能別消防
団 」が発足し、同年度内には大阪府泉佐野市で「 外国人消防分
団（ 仮称 ）」の設置が検討されるなど、他地域でも同様の取り
組みが展開され、今後ますます地域防災の担い手としての外国
人住民の活躍が期待されています。 

石川県金沢市

NPO による被災者のニーズに応じた
きめ細やかな支援 

case 23

石川県金沢市を拠点に活動する（ NPO）多文化協働ネット
ワークでは、2024年の元日に起きた「 令和 6年能登半島地震 」
において、珠洲市を中心に被災外国人支援活動に取り組んでい
ます。 

外国人口比率が 1%程度である奥能登地域では、自治体にお
いて外国人住民に特化した支援を行うことが困難な状態にあり
ました。そうした中このネットワークでは、震災前からつなが
りのあった珠洲市の外国人からの SOSを受け、1月 6日に現地
を訪問して状況を確認しました。そこから食糧支援や大使館に
よる各種支援物資の提供を仲介し、精神的なケアにも取り組み
ました。また、少し落ち着いてからはイスラム教徒の被災者の
ためにバスツアーを組んでモスクやハラールフード店のある街
まで行き、お祈りや買い物をするなど、被災者のニーズに応じ
たきめ細やかな支援を行っています。 

る点や、観光庁による外国人旅行者向け災害時情報提供アプリ
「 Safety tips」、CLAIRによる「 災害時多言語表示シート」と
いった ICTツールの開発が進んでいることから、外国語や異
文化理解にそれほど通じていない人でも、基本的な対応が容易
になっています。 

翻訳アプリを活用した情報伝達訓練の様子（2024 年長野県） 

外国人コミュニティによる炊き出しの様子（2016 年熊本県熊本市） 

日
本
語
教
育

就
労

医
療
・
保
健
・

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス

生
活

教
育

福
祉
と
年
金

防
災

9796 第2章　各分野の課題と取り組み


